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平成 28年度 産学・地域連携機構 自己点検評価報告書 
 

Ⅰ 目的・目標，組織概要，自己点検・評価の体制や方法，当該年度の自己点検・評価で得られた概況

など 

 

 本学は、平成１８年に制定した「佐賀大学憲章」において、「地域と共に未来に向けて発展し続ける

大学を目指す」と謳い、「教育と研究の両面から、地域や社会の諸問題の解決に取り組む」と宣言して

いる。大学は「教育」と「研究」を本来的な使命としており、平成１８年に公布・制定された「教育基

本法」第７条においても、「大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く

真理を探究して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄

与するものとする」と定められているが、近年では、地域社会の課題解決や産業振興等に向けて、産学

官・地域連携等を通じた大学のより直接的な寄与も期待されるようになり、「社会貢献」が大学の第三

の使命として強調されているところである。 

本学の産学連携は、昭和 62年(1987年)に「科学技術相談室」を開設したのに始まる。これを前後し

て、全国的に地域共同研究センター開設の機運が高まり、平成元年 5月「佐賀大学科学技術共同開発

センター」を設置した。九州地区では熊本大学に次いで 2番目、全国でも 5番目の設立である。その

後、平成 14年佐賀大学知的財産管理室設置、平成 16年の大学法人化後、平成 18年佐賀大学ＴＬＯ

（Technology Licensing Organization）の設置を受けて、平成 18年 8月にこれらを統合した「産学

官連携推進機構」を設立した。同機構には、科学技術共同開発部門、知的財産管理部門、技術移転部

門（佐賀大学ＴＬＯ）の 3部門を設け、従来からの科学技術相談や知財の創造、知財の権利化・維

持・管理および技術移転を分担して実施してきた。 

一方、地域社会への貢献を主たる業務として平成１４年に設置された「地域貢献推進室」は、地域

の課題解決に向けた様々な連携事業や生涯学習・公開講座の実施支援等に取り組んできたところであ

る。しかしながら、これまで両組織が担ってきた機能や業務には重複や相互に関連・複合する事例も

少なからず見受けられ、平成 24年 4月の新機構への統合によって、大学として総合的な視野に立った

課題への対応や継承する各種機能の集約・充実と相互補完、大学のシーズや地域ニーズの一元管理、

情報の発信・収集機能を含む学内外窓口の一本化、経費や人的資源の有効活用等、より効果的な活

動・運営が期待された。また、「産学官連携推進機構」の設置から 5年が経ち、本学が産学連携・地

域連携を戦略的かつ総合的に推進するため、既存の「産学官連携推進機構」と「地域貢献推進室」の

二つの組織を再編統合し平成 24年 4月 1日に『産学・地域連携機構』を設置し、「産学連携部門」、

「地域連携部門」、及び「知財戦略・技術移転部門」の三つの部門体制を整えた。 

 一方、平成 24年 6月に文部科学省は、２つの大きな柱と８つの基本的な方向性から構成される

「大学改革実行プラン」を発表したが、その基本的な方向性の一つに「 地域再生の核となる大学づく

り（ＣＯＣ構想の推進）」があり、①地域と大学との組織的な連携強化、②大学の生涯学習機能の強

化、③地域のイノベーション創出人材の育成、④地域の雇用創造、産業振興への貢献、⑤地域の課題

解決への貢献、⑥多様な活動を支える教育・研究水準の保証、の６項目が示されている。さらに、佐

賀大学は、平成 28年度から始まる第三期中期計画において地域を指向した社会貢献・教育・研究や地

域社会を先導する大学であることを活動目標の１つに掲げている。 

さらに、国の政策においても地域の創生が大きな課題となっており、文部科学省の「大学改革実行

プラン」の１つとして地域再生の核となる大学づくり「COC（Center of Community）構想」の下、本

学は平成 25年度より地（知）の拠点整備事業（COC事業）「コミュニティー・キャンパス佐賀アクテ

ィベーションプロジェクト」を西九州大学と共同でこれまで４年間推進して来た。更に、平成 27年度

からは地（知）の拠点大学による地方創生事業（COCプラス事業）にも採択され、佐賀女子短期大学、

九州龍谷短期大学も新たに加わり、地域をになう人材育成、雇用の創出、若者の地元定着に向けた取

り組みをより強化している。 
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 このような状況の下、本機構は地域産業と連携しながら知財の創出や地域社会の発展に寄与できる

活動を通して、産学・地域連携機構の役割と使命を果たして行きたいと考えている。 

  

 

(1) 目的・目標 

当機構は、国立大学法人佐賀佐賀大学の産学・地域連携を組織的に推進する中核的拠点として、産

業界や地域の自治体や市民等との連携のもと、本学が有する多様な知的資産の活用・社会への還元

を積極的に図り、もって地域社会の振興・発展に寄与することを目的とする。 

 

担当する所掌業務は以下である。 

① 産学・地域連携に関する窓口業務 

② シーズ・ニーズの発掘・収集及びマッチング 

③ 共同研究・受託研究等の推進 

④ 技術相談・経営相談等 

⑤ 研究成果の実用化支援 

⑥ 企業の創出・起業家の人材育成 

⑦ 知的財産の創造・保護・管理及び権利化 

⑧ 技術移転の実施・調整・契約業務等 

⑨ 学生に対する実際的な応用教育・応用研究 

⑩ 生涯学習、公開講座の実施支援 

⑪ 各種地域振興・地域連携事業の推進 

⑫ シンクタンク機能の企画・立案 

 

(2) 組織概要 

当機構は、機構長のもとに運営委員会及び 3つの部門で構成されている。 

• 機構長(研究・国際・社会貢献担当理事・副学長） 

• 運営委員会(機構長、副機構長、部門長(3 名)、各学部選出の委員(5 名)、広報室長、国際交流推進セ

ンター推薦の委員、全学教育機構推薦の委員、地域連携コーディネーター、学術研究協力部長（合

計 15 名で構成) 

• 産学連携部門（窓口業務、知財の創造、発明・創作の推進、技術相談・経営相談、ベンチャー支援） 

• 知財戦略・技術移転部門(佐賀大学 TLO )（知的財産の権利化・保護・管理、知的財産の活用、収益

活動） 

• 地域連携部門（地域の課題解決、生涯学習、公開講座の実施支援） 

 

スタッフ（47 名、 うち専任：19 名） 

• 機構長 （研究・国際・社会貢献担当理事・副学長）門出 政則 

• 副機構長 専任教員 教授 佐藤三郎(4 月～6 月)、農学部 教授 田中宗浩(6 月～) 

• 産学連携部門(6 名） 

部門長(兼任)：副機構長 佐藤三郎(4 月～6 月)、空席(6 月～) 

副部門長：農学部教授 永尾晃治、事務補佐員 2 名 

非常勤研究員(任期：平成 27 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日)2 名 

• 知財戦略・技術移転部門(6 名） 

部門長：工学系研究科教授 大渡啓介、副部門長：医学部教授 副島英伸、事務補佐員 2 名、 

知財戦略コーディネーター 田中雄二、産学官連携アドバイザー（非常勤）1 名（12 月~） 

• 地域連携部門(6 名) 

部門長：全学教育機構教授 五十嵐勉(4 月～7 月)、工学系研究科 教授 三島伸雄(7 月～) 

副部門長：文化教育学部 教授 角和博、 

特任准教授 畑中寛、産学・地域連携コーディネーター 平山友春、事務補佐 2 名 
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• スタッフ教員(運営委員会委員) 各学部及び全学教育機構、国際交流推進センターより推薦の 

教員 1 名、広報室長（合計 8 名） 

• 客員教授 弁理士、中小企業診断士他 (合計 8 名) 

• 客員研究員 6 名 

• 事務部 社会連携課 課長 1 名、係長 2 名、主任 2 名、係員 3 名 (合計 6 名） 

 

 

(3) 自己点検・評価の体制及び方法 

専任教員(教授)を中心に 2部門長で取り組む。 

 

(4) 当該年度の概況 

ア）数値実績 

数値実績として、技術相談 72件(昨年度 81件)、特許相談 9件(21件)、企業訪問 52件(70件)、教

員訪問 154件(24件)を実施したほか、共同研究 105件/225百万円(92件/142 百万円)、受託研究 109

件/449百万円(92件／361 百万円)があった。発明届は 28件(32件)、特許等出願として国内 23件（23

件）、外国 8件（6件）、審査請求として国内 11件（23件）、外国 1件（8件）があった。また、知

的財産の実施許諾・譲渡は、特許 3件/116万円（2件/100万円）、商標 0件/61万円（2件/84万

円）、その他（ノウハウ指定、有体物・著作物実施許諾等）1件/12万円（0件/14万円）があり、知

財の実施料収入は合計 4件/190万円（4件/199万円）であった。 

昨年度に比べ、技術相談件数、特許相談件数、企業訪問件数共に大幅に減少したが、教員訪問件数

は逆に大幅に増加した。一方、知財の実施料収入については通常年の 300万円代を大幅に下回り 190

万円となった。 

 

イ）その他の主な活動状況 

① 地域産学官共同研究拠点事業（さが機能性・健康食品開発拠点、愛称：徐福ラボ）が平成 23年 4

月 1日にスタートし、本年度は 6年目となり、共同研究契約 4件締結、インキュベート 1室(3室

中)の入居（東洋新薬）があった。また、えがちゃん農園の「はねにんにくオイル」、株式会社

緑門の「茶実オイル ナチュラルジェルクリーム」、株式会社中村の「九州産えごま油、えご

ま葉ハーブティー、えごまジュノベージェ」、株式会社中村の「えごま卵を使ったマヨネー

ズ」が商品化された。さらに、徐福ラボで得られた研究成果については、平成 29年 3月 3日

（月）ホテルマリターレ創世佐賀にて成果報告会を公開で実施し、50 名の参加があった。 

② 当機構主催の佐賀ビジネスプランコンテストを平成 26年度で終了したため、平成 28年度は佐

賀県主催のさがラボチャレンジカップ 2016に 2件(学生 1件、教員 1件)出展したが、最終審査ま

でには至らなかった。 

さらに、第 5回佐賀大学コンテンツデザインコンテスト（CDC）を 11月 8日～19日に開催し

た。  

③ 人材育成事業として、「ものづくり技術者育成講座（高度技術研修制度、平成 20～）」を県内製

造業関連技術者を対象として電気電子基礎コース（3科目）、化学 3コース（3科目）の 4コース 6

科目を開講し受講生募集を行ったが、電気電子コースと環境化学コースは定員未達のため開講を見

送り、分析化学コースと表面化学コースのみ開講した。合わせて 19名の受講があり、9万円の黒字

会計となった。 

④ 7月26日に東京市ヶ谷のJSTホールで開催された南日本ネットワーク新技術説明会(鹿児島大学、

山口大学、佐賀大学、大分大学、宮崎大学、鹿屋体育大学、琉球大学、都城高専、鹿児島工業高専)

に於いて未公開特許 3 件を発表した。また、8 月 25 日～26 日東京ビックサイトで開催されたイノ

ベーション・ジャパン 2016 にて研究シーズ 1 件を出展した。12 月 1 日にはキャンパス・イノベー

ション・センター東京で開催された新技術説明会に未公開特許 1 件を発表した。さらに、12 月 14

日～16日東京ビックサイトで開催されたアグリビジネス創出フェアー2016に 1件出展した。 
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Ⅱ 教育・研究・地域貢献に関する状況と自己評価 

(1) 教育の領域 

 産学・地域連携機構では、専任教員(1名)・客員教授(4名)が工学系研究科の共通科目「産学連携特

論」を、専任教員と特任教員がそれぞれ教養科目を担当した。 

 

ア 教育目標・成果 

工学系研究科に対し、知的財産の創出・管理・維持および技術移転に関する基礎的な講義を開講

し、大学院課程教育の質の向上に協力した。 

 

イ 教育内容・活動 

 大学院の後期の講義として、工学系研究科の共通科目に｢産学連携特論｣を開講し、51名の受講（47

名合格）があった。本学のリエゾン、知的財産の創出・権利化・維持・管理および技術移転活動の現

状と基礎知識などについて講義したほか、講義の最後に、各学生が担当している修士論文研究テーマ

について、特許検索を中心とした先行技術調査を課題とするレポートを課し、学生の理解度を確認し

た。 

本学の産学連携は、リエゾン活動(コーディネート)、知的財産の創出・権利化・維持・管理および技

術移転などの活動が中心であるが、この科目では、産学連携の具体例をはじめとして、知的財産権制

度の概要と特許明細書の書き方、登録の方法、権利の解釈や権利の活用法など、産学連携の概要につ

いて学んだ。 

今やプロパテント時代を迎え、大学や企業、公設試験場等で研究や技術開発を進める人はもとよ

り、営業や企画に携わる人にとっても、特許権や著作権をはじめとする知的財産権は重要な要素とな

っている。知的財産権制度は、発明や創作を奨励し、産業や文化の発達を目的としたもので、この授

業を機会に、学生の知財マインドが高まることを期待している。知的財産権は、特許、実用新案、意

匠、商標、著作物、営業秘密などを対象として、人間の創造的活動により生み出される価値である情

報や知識を保護し、発明者や創作者に排他的独占権を付与して創造性や独創性の高揚を図り、これに

よって社会・経済や文化の発展を図るものである。本講義では、知的財産権法の理解、権利の内容や

権利解釈の仕方を学び、知的財産の創造・保護・活用の各場面における実務的能力の習得を目指し

た。 

 

ウ 学生支援に関する事項 

NPO鳳雛塾及びNPO佐賀大学スーパーネット(以下SNと呼ぶ)と共同研究契約を締結し、共同研究を通

して、学生の課外活動やボランティア活度の支援を行った。なお、NPO鳳雛塾は佐賀銀行出向者を中心

とした小中高校生へのキャリア教育支援組織、NPO佐賀大学スーパーネットは学生主体のボランティア

団体で学内のペットボトルリサイクル、三瀬村での農業支援、NPO鳳雛塾の元でキャリア教育支援など

行っている。 

例えば具体的な活動として、4/24（日）三瀬村筍掘り（SN主催）32名参加、5/7（土）三瀬村田植え

(三瀬農家主催)7名参加、6/4（日）田草取り(三瀬農家主催)6名参加、9/24(土)、9/25(日)三瀬農家ホ

ームステイ8名参加、10/22(土)、10/23(日) 三瀬村ふれあい祭り(三瀬村主催)14名参加、11/20(日)餅

つき感謝祭(三瀬農家主催)5名参加、12/3(土)三瀬中学校駅伝大会友好出場(三瀬中学校主催)11名参

加、2/25(土)三瀬村山林の整備竹伐り3名参加、3/19(日)三瀬村栗園剪定作業手伝い(三瀬農家主催)9

名参加 等のボランティア活動に参加した。また、NPO佐賀大学スーパーネットの学生と三瀬村井手野

地区の住民との連携・親睦が進み、3/19には卒業生送別会を地元農家主催で開催頂いた。特に、卒業

生打ち上げコンパは井手野地区住民の主催で、学生たち(9名参加）と地区住民(約10名参加）との絆が

どれほど深まったかが理解できる。 

 なお、活動に参加した学生たちは、毎週火曜日夜(18:30～21:00）ミーティングを開いて、参加の意

義や成果を分析し、次回の参加予定など話し合った。話し合った結果は、佐賀大学スーパーネットの

ブログやホームページに掲載している。専任教員は、スーパーネットの学生ミーティングに毎回出席
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したほか、NPO鳳雛塾及びNPO佐賀大学スーパーネットの定期総会や臨時総会、成果発表会などに参加

し、きめ細かい指導を行った。 

 

(2) 研究の領域 

ア 学術・研究活動の支援 

 将来性のある基礎的・基盤的研究に対し競争的資金公募説明会開催や申請書作成支援等を実施した

ほか、特色ある研究成果を地域に還元し大学発ベンチャーの創出を支援するための規則や規定の整備

に取り組んだ。 

 また、ベンチャーを目指した若手研究者（主に大学院生）を育成するため、研究助成やその研究成

果発表としてビジネスプランコンテストの出場に取り組んだ。 

 

イ 研究支援に関する具体的成果 

NEDOの競争的資金公募や民間企業の研究課題公募に対し、ホームページを通して、学内に情報を周

知したほか、総務省の公募研究や農水省の公募研究など専門性の高いテーマに対し、昨年度応募した

教員を中心に公募情報を直接本人に送るなどの支援を行った。 

JST公募のマッチングプランナープログラムにマッチングプランナーと共に申請支援を行った。本学

から、6件の応募があったが採択まで至らなかった。なお、応募書類作成には研究協力課競争的資金対

策室のきめ細かい支援があり、関係者に感謝申し上げる。 

 

 

(3) 国際交流・社会貢献の領域 

ア 国際交流における社会連携・貢献に関する事項 

平成20年3月末に廃止したベンチャービジネスラボラトリー（ＶＢＬ）からベンチャー支援機能を継

承し、その一環として外国人研究者短期招へいを企画したが、本年度は予算不足を理由に中止となっ

た。 

また、海外の大学・企業と各学部や研究センターで実施される国際共同研究を支援し、課題を抽出

すると共に必要な契約書等の整備を行った。その中で、医学系の研究成果有体物について、技術移転

合意書（ＭＴＡ）を結んで、海外の研究機関に移転した。 

英語版ホームページを更新し、外国人研究者や留学生の確保に協力した。 

 

イ 教育・研究における社会連携・社会貢献に関する事項 

 教育研究活動により創出された知的財産の権利化、管理および技術移転に関する業務について、

引き続き中心的な役割を推進した。まず、実施の可能性判断が困難な知的財産案件については、JSTあ

るいは民間機関等に情報を提供し、斡旋委嘱により積極的な技術移転活動に結びつける体制を構築し

た。さらに、利活用の進まない案件については、整理を含めた必要な対策を講じた。 

本年度創出された知的財産は、発明届け出28件、出願31件(国内出願：23件、外国出願8件、技術移

転・知財の実施等4件があり、技術移転・実施料収入金額は190万円であった。一方、未公開の特許に

ついても発明者の承諾が得られ次第JSTのJ-STOREや発明協会のDBに掲載したほか、知的財産ネットワ

ーク株式会社（IPSN）に照会して利活用に努めた。 

 

さらに、研究成果を地域・社会に還元するためシーズ説明会を開催したほか科学技術相談・特許相

談に応じた。技術相談・特許相談の件数は、それぞれ72件と9件であった。 

 

ウ 大学開放に関する事項 

大学開放の一環として研究シーズの公開を進めると共に地域ニーズとのマッチングを図るためシー

ズマップを作製し公開した。 

そのためにまず、学内の研究室を訪問し固有技術の発掘を継続したほか、TLO会員を中心に企業訪問

を継続した。この1年間の企業訪問は52件、学内教員訪問は152件であった。さらに、教員のシーズデ

ータである「研究室訪問記」を収録次第順次当機構のホームページに掲載した。 
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エ その他国際交流・社会貢献に関する事項 

高度技術研修制度を活用した「ものづくり技術者育成講座」を5月～10月の予定で実施した。表面化学

コース(3.5万円/10名)14名、分析化学コース(3.5万円/10名)5名の19名の受講者があった。 

  

 

(4) 組織運営の領域 

ア 教育研究組織の編成・管理運営に関する事項 

産学連携・技術移転活動を積極的に行うに当たっての必要不可欠な人件費等の配分を求めると共

に、機構に配属された特許流通アドバイザー、客員教授、客員研究員、非常勤研究員等を積極的に活

用した。 

産学官連携推進機構と地域貢献室の統合を契機に産学地域連携コーディネーター(特任准教授）と地

域連携コーディネーター（事務退職者再雇用）が認められ、平成25年4月着任した。特任准教授のエフ

ォートは、地域連携：産学連携：自主研究＝50%：30%：20%で活動することとし、活動経費として30万

円が機構内部で了承された。なお、地域連携コーディネーターはサテライト室担当として「ゆっつら

～と館」の管理運営(平成28年度の来客数実績260件)を中心的に行った。 

 

 一方、佐賀大学TLOを維持・継続するため、定期的な巡回活動など企業訪問52件を専任教員と地域創

生推進センターの特任教員を中心に行った。さらに、知的財産管理委員会では3名の客員教授に知財の

目利きとして毎月1回程度開催している知的財産審査委員会に参加いただいた。また、機能性食品の開

発に詳しい2名の客員教授には除福ラボに対して貴重な助言を頂いた。地域連携で活躍されている2名

の客員教授には地域連携部門において助言頂いた。さらに、利益相反アドバイザーとして1名の客員教

授に着任頂いた。 

一方、客員研究員5名の内4名はベンチャー支援に、1名は徐福ラボ運営に支援頂いた。3名の非常勤

研究員(ポスドク)の内2名は除福ラボの業務を担当頂いたが、1名枠については、公募したものの適任

者が見つからず空席となった。 

 

イ 財務に関する事項 

科学研究費補助金及び他の公募型外部資金獲得に向けて，各部局，社会連携課並びに競争的資金対

策室等の取り組みを支援した。NEDOやJSTなどの公募型外部資金に関する情報を、競争的資金対策室を

通して学内に周知したほか、同対策室と協力してJSTのマッチングプランナープログラムの公募説明会

を開催した。この結果、学内から6件の応募があったが採択には至らなかった。 

 

 貸出実験室・研究室・事務室に対し、省エネのための啓発活動を継続した。 

 

ウ その他組織運営に関する事項 

ホームページ等を活用して、共同研究・受託研究等の外部資金受け入れ状況や機構主催のシンポジ

ウム等の活動情報を民間企業等へ分かりやすく発信した。一方、学内の研究者に向けて、研究の質の

向上及びタイムリーな特許提案を促進するため、客員教授(弁理士)による特許相談を積極的に行っ

た。本年度の相談件数は9件であった。また、佐大オールメーリングリストを活用して、JSTの研究助

成制度マッチングプランナープログラムを学内に周知すると共にコーディネーターとして申請の支援

を行ったが、6件応募したものの採択には至らなかった。 

 

(5) 施設活用の領域 

ア 施設，設備等の整備状況に関する事項 

『徐福ラボ』として利用しているオープンラボは、平成22年度内に改修工事をすべて終了し、平成

23年4月1日より研究拠点事業を開始している。 

 

イ 施設，設備等の利用状況に関する事項 
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徐福ラボで利用した5実験室以外については、平成27年12月末に利用者公募を行ない、産学・地域連

携機構建屋の一般実験室は満室状態となり、特殊室(暗室、無菌室、低温室)について年度中の募集を

行った。一方、旧VBLより引き継いだ理工学部8号館1F～3Fについて、1Fクリーンルーム(準備室等入れ

て5室)については改修後研究協力課と社会連携課が、2Fの201室については地域創生推進センターが、

202室～204室、206室、3Fの308室については産学・地域連携機構が利用することになった。なお、産

学・地域連携機構建屋(3階建て900平方メートル)については改修後外部機関に貸し出すことになっ

た。 

 

ウ その他施設，設備等に関する事項 

 エコアクション２１に沿った活動として、ペットボトルや乾電池の回収、ゴミの分別、コピー済み裏

用紙の再利用、使用済み用紙の回収などに継続して取り組んだ。 

情報セキュリティポリシーや情報基盤センターからの連絡等に基づいて、アドビやマイクロソフト・

オフィスなどのプログラムを逐次更新した。 

 

Ⅲ. 評価項目ごとの現状把握、現状分析、評価、評価結果に基づく改善等 

(1) 6つの評価項目 

① 部局において，データベースに基づく論文数，学会発表数を指標としたインセンティブ（間接

経費還元，評価反映特別経費，賞与等）を付与する研究支援策を検討し，研究支援方針を策定

する。 

 

② 部局において，科学研究費助成事業の申請率及び新規採択率の向上を図るため，科学研究費助

成事業に関する取組（情報提供，全学での説明会，申請書査読，大型研究種目へのチャレンジ

支援等）の見直しを行う。その結果を踏まえ，部局において，申請率及び新規採択率の向上に

向けた申請書査読数の増加策やインセンティブ（学内表彰，評価反映特別経費，賞与等）付与

などの方策を検討し，方針を策定する。 

 

③ 本学が保有する研究資源情報の集積・発信を推進するとともに，研究シーズと社会ニーズのマ

ッチング機能の強化策を検討し，実施方針としてまとめる。また，発明届出件数の増加につな

げるために，知的財産に関する周知を継続するとともに，受託研究・共同研究の締結数の増加

策を検討し，実施方針としてまとめる。なお，共同開発商品を１品目開発する。 

 

④ 第２期中期目標期間における寄附金及びその他の自己収入獲得の取組を検証し，増加させるた

めの方策を策定する。 

 

⑤ 光熱水量等の平成27年度実績を踏まえ，経費削減計画を策定し，管理的経費を削減する。 

 

⑥ 初任者研修やeラーニング教材を用いて，教職員・学生への情報セキュリティ教育を継続して

実施する。 

 

 

(2) 現状把握（上記①～⑥が下記の（ア）～（カ）に対応） 

（ア） 研究支援方針については、産学・地域連携機構の教員組織は専任教授１名であり、また、主

な業務は研究ではなく産学連携業務であるため研究支援策は策定していない。 

 

（イ） 科学研究費助成事業に関して、産学・地域連携機構の教員組織は専任教授１名であり、申請

率及び新規採択率の向上に向けた方策は策定していない。 

 

（ウ） ① 本学が保有する研究資源情報の集積・発信を推進するとともに，研究シーズと社会ニー

ズのマッチング機能強化を目的として，佐賀大学の研究シーズを発信するツールとしての
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「佐賀大学研究室訪問記」の全面リニューアルに向け，掲載内容の更新に取り組み，平成29

年３月末日現在で８４件の掲載記事内容の更新を行っている。また、平成28年12月に「佐賀

大学研究室訪問記」のバナーを本学ＨＰのトップページに設置するなど情報発信にも取組ん

だ。 

 

② 共同開発商品の開発状況については，企業と共同開発した「洗浄機の昇降機構と首振り

機構」を４月に開発するなど順調に進んでいる。さらに今後の共同開発商品の開発につなげ

るためにも現在出願中の特許技術で実施先がないものについては，７月２６日に他大学等と

共同開催の新技術説明会に参加し，８月２５日～２６日には国立研究開発法人科学技術振興

機構と国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が主催する産学マッチングイ

ベントのイノベーション・ジャパン2016に参加して企業等へＰＲするなどの取り組みを行っ

た。 

 

③ 教員の研究活動の紹介及び企業が抱えている技術課題に対する技術的支援の充実を目的

とした県内企業との技術講演会・交流会を平成28年6月と11月に開催した。また、企業２社と

定期的に技術交流会を行うなど共同研究増加への取り組みを行った。 

 

④ 平成２８年１２月６日に開催された総合研究戦略会議において，研究シーズと社会ニー

ズのマッチング機能の強化策と受託研究・共同研究の締結数の増加策について協議し，実施

方針の策定を行った。 

 

（エ） 産学・地域連携機構の教員組織は専任教授１名であり、また、主な業務は研究ではなく産学

連携業務であるため増収策は策定していない。 

 

（オ） 平成２８年度経費削減計画を策定し、削減に取り組んだ。 

 

（カ） ラーニング講習の受講について9月21日にメールにより10月末までに受講するように依頼し、

全員受講した。 

 

 

(3) 現状分析・評価・課題 

(3-1)27年度の改善すべき点 

① 産学官連携推進機構と地域貢献室の統合に伴い平成24年度より新しく地域連携コーディネータ

ー(教員）と産学地域連携コーディネーター（再雇用）が着任してから4年目となる。今まで手

薄だった6者協定事業など地域連携活動に積極さが見られるようになった。一方、統合による

相乗効果を期待されており、社会貢献活動に対する当機構の戦略とCOC事業との効果的な連携

が求められている。一方、技術移転部門を担当してきた地域戦略コーディネーターと産学連携

アドバイザー2名が昨年度末同時に退職し、特にベテランだった産学連携アドバイザーの後任

もなかなか採用できず、企業訪問、教員訪問、技術相談及び知的財産関連収入等々の実績件

数・収入額が半減する結果となった。 

② 「ものづくり技術者育成講座」の受講料は原則受講者負担で行われている。一方、講義は受講

者に配慮して土曜日に開講されており、佐賀大学教員が務める講師に対し講師謝金が発生し、

受講定員未達の場合、差額を当機構が負担し、赤字体質が続いている。 

③ 企業等との共同研究、受託研究等の活性化を図り連携先企業及び受け元教員の満足度の調査を

行うため、他大学の状況等を参考にアンケート調査を平成24年度の共同研究に対し実施した。

実施時期が3月にずれ込んだため回収率が17%と伸なかった。平均契約金額は78万円と小口契約

者からの回答が多かったが、総合評価の平均は5段階中4.3で『満足』との回答が大半を占め

た。一方、継続研究者からは毎年アンケートを取ることに対する不満があったほか、当機構の

コーディネーター等がもっと積極的に関与して欲しい旨の要望もあった。 
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(3-2)28年度に改善できた点 

① 産学地域連携コーディネーター（再雇用）は、引き続き「ゆっつら～と館」での地域連携業

務を担当し、COC事業との連携も積極的に行った。一方、地域戦略コーディネーターは、4月

に新しく採用し、知財の権利化・技術移転・契約業務等を引き継いだ。一方、採用が遅れて

いた産学連携アドバイザーは、12月に新たに採用したものも週2日の勤務で、なかなか仕事を

引き継げる状況に至らず、本人の希望もあって僅か４ヶ月で退職した。

② 「ものづくり技術者育成講座」は平成28年度も引き続き実施したが、4コースの内電気電子コ

ースと環境保全コースは参加者が少なく赤字が予想されたため開講を見送り、分析化学コー

スと表面化学コースのみ開講した。努力の甲斐あって9万円弱の黒字となった。

③ COC+事業で新しく雇用された特任准教授と共に佐賀県内外の企業訪問を積極的に行い、共同

研究へ繋ぐ試みを展開した。また、技術講演会・交流会及び教員による企業訪問をそれぞれ2

回開催し、県内企業と教員を結びつける活動を実施した。

(3-3)平成28年度に改善すべき点 

① COC事業及びCOC+事業を積極的に推進するため新しい組織として地域創生センターが設立さ

れ、特任教員2名、事務補佐員2名が採用されたが、従来の組織である産学・地域連携機構と

の効果的な連携が望まれる。

② 利益相反・安全保障輸出管理マネージメントについて、単発的な講演会は何度か開催してき

たが、アドバイザーを配置するなどの積極的な活動が望まれる。

③ 経費削減のため知的財産の権利化・維持・管理について積極的な対策が望まれる。

(4)改善策等

① COC/COC+事業と積極的に連携するため、工学系研究科の学部生に向けて「やりたい事の出来

る社会の面白さを知ろう」と社会人向けに「明治維新150年記念事業：佐賀ものづくり史を紐

解く」の2つの講義を企画し、県内企業と関係者34名に入れ替わり講師として来校頂き、学生

や社会人に県内企業をPRした。参加講師陣は、当機構のTLO会員企業等で、人脈的つながりを

フルに活用してお呼びした。

② 平成28年1月に、利益相反アドバイザーとして客員教授に着任頂いたほか、平成29年4月には

安全保障輸出管理アドバイザーとして別の客員教授に着任頂き、各学部の教授会でFD講演会

を実施するなど啓発活動を開始した。

③ 知財に係る経費を削減するため、知財の出願、審査請求、年金支払いの基準を大幅に見直し

た。





活動報告書 Vol. 5 の発刊によせて

佐賀大学産学・地域連携機構長
理事・副学長　門　出　政　則

　「佐賀大学産学・地域連携機構」の平成28年度活動報告書（Vol. ５）をここにお届けします。
当機構は、「産学連携部門」、「地域連携部門」、及び「知財戦略・技術移転部門」の３部門体制の下、
それぞれの任務と部門間の連携を通して、地域の企業や事業体に積極的に出向き、そのニーズの
把握、更には開拓と同時に地域産業の発展と活性化に努めてきているところです。
　平成28年度において機構が取り組んだ活動の内容と主な成果は、本報告書に記載されたとおり
です。
　佐賀大学は、平成28年度から始まった第三期中期計画では従来の教育・研究に加えて地域を指
向した社会貢献を先導する大学であることを活動目標に掲げているところです。一方，国家政策
においても地域の創生が大きな課題となっており、文部科学省の「大学改革実行プラン」の１つ
として地域再生の核となる大学づくり「COC（Center of Community）構想」の下、本学は平
成25年度より地（知）の拠点整備事業（COC事業）「コミュニティー・キャンパス佐賀アクティ
ベーションプロジェクト」を西九州大学と共同でこれまで４年間推進して来ているところです。
更に、平成27年度からは地（知）の拠点大学による地方創生事業（COCプラス事業）にも採択
され、九州龍谷短期大学も新たに加わり、地域をになう人材育成、雇用の創出、若者の地元定着
に向けた取り組みをより強化しているところです。 
　このような状況の下、産学・地域連携機構は地域産業と連携しながら知財の創出や雇用の創出
を通して地域社会の発展に寄与できる活動を取り組んでいます。このような活動がより進展でき
るように学内外のご理解とご協力をお願い申し上げる次第です。
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１．産学・地域連携機構の推進体制
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2016年7月26日

「医療・福祉・創薬新技術説明会」を開催しました。

１）医療・福祉・創薬新技術説明会

２．活動状況
（1）イベント、講演会等
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２．活動状況　（1）イベント、講演会等



2016年8月25日～26日

「イノベーション・ジャパン2016」に出展しました。

２）イノベーション・ジャパン2016

　平成２８年８月２５日（木）～２６日（金）の両日、１３回目の開催を迎えたイノベーション・
ジャパン2016 ～大学見本市&ビジネスマッチング～が東京ビッグサイトで開催されました。こ
のイベントは国立研究開発法人 科学技術振興機構(JST)と国立研究開発法人 新エネルギー・産業
技術総合開発機構(NEDO)が主催する国内最大規模の産学マッチングイベントで、今年は開催期
間中に２０，５７６名の来場者がありました。

　今回、本学からは、工学系研究科循環物質化学専攻梅木助教の研究成果である「新奇な塩基性
液体とその応用」を出展しました。この技術は、２種類以上の純物質（室温で固体状態）を混合・
加熱することで容易に生成でき、イオン液体に類似の性質を示すことが知られている低融点共融
混合物（ＤＥＭｓ）に着目した内容で、有機塩基をＤＥＭｓの成分の一つに用いることにより、
公知のイオン液体とほぼ等価のＣＯ２ガス吸収能力を持ち、より低コストで簡便に製造できる塩
基性ＤＥＭｓを実現しました。

　会場内の出展ブースには、来場者が多数立ち寄り、質疑応答や名刺交換を行い今後の展開につ
いて質問される方もあり、今回の出展をきっかけに、新たな産学連携や研究の発展に繋がること
が期待されます。

本学出展者の工学系研究科梅木助教 来場者の質問に答える梅木助教 
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２．活動状況　（1）イベント、講演会等



2016年10月19日 

「安全保障輸出管理講演会」を開催しました。

３）安全保障輸出管理講演会
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２．活動状況　（1）イベント、講演会等



2016年12月1日

「キャンパス・イノベーションセンター東京　新技術説明会」を開催しました。

４）キャンパス・イノベーションセンター東京　新技術説明会

　平成２８年１２月１日（木）に、キャンパス・イノベーションセンター東京　新技術説明会が
キャンパス・イノベーションセンター東京で開催されました。この説明会は、国立研究開発法人 
科学技術振興機構(JST)と本学を含む１１の国立大学が主催する産学マッチングイベントで、大
学発の新技術を研究者が企業に直接プレゼンテーションをする場です。今回は１９名の研究者に
よる、情報・機械・材料と医薬・創薬・バイオの分野の発表が２会場で行われ、合わせて４１７
名の参加者がありました。

　本学からは、工学系研究科知能情報システム学専攻の中山功一准教授が「検索コンシェルジュ
～あなたのためのカスタマイズ手法～」と題して、ユーザ一人一人の潜在的なニーズに応じて、
検索結果を適切にカスタマイズしてくれる新しい情報検索システムを発表しました。この検索シ
ステムは、全世界の検索履歴というビッグデータと、ユーザ個人の単語使用履歴というプライベー
トデータを組み合わせ、有益だが検索時にはユーザが気づいていない情報を提供し、情報検索に
おけるコンシェルジュの役割を果たすものです。

　発表後には発表者と企業担当者との交流がもたれ、名刺交換の後、質疑応答や活発なディスカッ
ションが行われました。

中山功一准教授の発表風景
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２．活動状況　（1）イベント、講演会等



2016年12月14日～16日

「アグリビジネス創出フェア2016」に出展しました。

５）アグリビジネス2016

　平成２８年１２月１４日（水）～１６日（金）の3日間、東京ビッグサイトでアグリビジネス
創出フェア２０１６が開催されました。このイベントは、全国の研究機関や企業の有する農林水
産・食品分野などの最新技術や研究成果を紹介する、農林水産省が主催する「技術・交流展示会」
です。今年度は開催期間中に37,016人の来場者があり、前年度（34,860人）を大きく上回りました。

　今回、本学からは、大学院工学系研究科の三沢達也助教が「プラズマを利用した殺菌消毒技術
で菌やカビを殺菌し、農作物や食品の品質劣化を防ぎます。」とのタイトルで研究成果であるプ
ラズマによる殺菌処理技術を出展しました。この技術は、種子や粉末状の食品材料、かんきつ類
などの農産物の殺菌処理に有効で、蒸気殺菌よりも低温での処理が可能、薬品の残存が無く、風
味や栄養素の劣化が少ない、細菌の薬剤耐性の発生が無く、乾燥環境下での殺菌処理が可能など、
既存の殺菌方法にない特長を持っています。

　会場内の本学出展ブースには、来場者が多数立ち寄り、名刺交換と質疑応答がなされたほか、
具体的な課題に対するこの技術の適用可能性や今後の展開について質問される方もありました。
今回の出展をきっかけに、新たな産学連携や研究の発展に繋がることが期待されます。 

出展ブースでの三沢達也助教
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２．活動状況　（1）イベント、講演会等



学内シーズ

「佐賀大学研究室訪問記」を大幅リニューアル。

６）佐賀大学研究室訪問記
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２．活動状況　（1）イベント、講演会等



（2）共同研究費・受託研究費の受入状況
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２．活動状況　（2）共同研究費・受託研究費の受入状況



（3）発明の届出、特許の出願及び保有件数　※文部科学省　産学連携等実施状況調査の数値に基づく
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２．活動状況　（3）発明の届出、特許の出願及び保有件数
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２．活動状況　（3）発明の届出、特許の出願及び保有件数
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２．活動状況　（3）発明の届出、特許の出願及び保有件数
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２．活動状況　（3）発明の届出、特許の出願及び保有件数



（4）さが機能性・健康食品開発拠点「徐福フロンティアラボ」
産学連携

さが機能性・健康食品開発拠点「徐福フロンティアラボ」において、 
機能性・健康食品の研究開発を行っています。 
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２．活動状況　（4）さが機能性・健康食品開発拠点「徐福フロンティアラボ」
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２．活動状況　（4）さが機能性・健康食品開発拠点「徐福フロンティアラボ」



（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）

H20.10   H24.3 H24.4   H27.3

.  .  .

H27.4

H27.4   H30.3

Civic Pride
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅰ．教育・文化・生涯学習及び人材育成

事業名：①青年期に向けた性教育の充実
事業責任者：教育学部　栗原　淳
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅰ．教育・文化・生涯学習及び人材育成 

事業名：②地域の歴史文化調査研究協力事業
事業責任者：地域学歴史文化研究センター　伊藤　昭弘
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅰ．教育・文化・生涯学習及び人材育成 

事業名：③佐賀偉人伝出版事業
事業責任者：佐賀城本丸歴史館　古川　英文
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅰ．教育・文化・生涯学習及び人材育成 

事業名：④６次産業化人材育成事業
事業責任者：農学部　辻　一成
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅰ．教育・文化・生涯学習及び人材育成 

事業名：⑤プロフェッショナル佐賀体験事業
事業責任者：全学教育機構　五十嵐　勉

28
NPO

2

3

NPO

11
29 4

COC TA  
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅱ．地域振興及び産業振興

事業名：⑥創造的な市民育成による高齢者のための街なか再生事業
事業責任者：全学教育機構　五十嵐　勉
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅱ．地域振興及び産業振興

事業名：⑦有明海のワイズユースに関する教育研究
事業責任者：低平地沿岸海域研究センター　速水　祐一
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



H  
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U in  
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SAGA  

Ⅱ．地域振興及び産業振興

事業名：⑧佐賀県産業人材確保プロジェクト
事業責任者：佐賀県産業労働部産業人材課　吉原　幸子
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅱ．地域振興及び産業振興 

事業名：⑨豊かな暮らしに“さがのお茶”活用事業
事業責任者：全学教育機構　五十嵐　勉
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅱ．地域振興及び産業振興

事業名：⑩佐賀県ものづくりグローバル研究会
事業責任者：佐賀県産業労働部 流通・通商課　村上　保夫
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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Ⅱ．地域振興及び産業振興

事業名：⑪佐賀創生戦略研究会 
事業責任者：全学教育機構　五十嵐　勉 
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



CM

MA

ICAF2016  

Ⅲ．情報化社会の構築 

事業名：⑫佐賀デジタルコンテンツ推進事業
事業責任者：芸術地域デザイン学部　中村　隆敏 
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



http://net.pd.saga-u.ac.jp/scdc/  
https://www.facebook.com/condeconsaga/ Facebook  

http://etoshinpei.ryubin.net 
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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google map

 

Ⅲ．情報化社会の構築 

事業名：⑬地域ICT利活用モデル構築事業
事業責任者：医学部附属病院　医療情報部　髙﨑　光浩
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



URL  

 
  http://zaitaku-saga.net/ 

 
  https://academy.hospital.med.saga-u.ac.jp/ 

e-Learning  
  https://academy.hospital.med.saga-u.ac.jp/canreg/ 

 
https://www.hospital.med.saga-u.ac.jp/tools/SeminarReception/ 

  
  https://academy.hospital.med.saga-u.ac.jp/kensa-ojt/ 

JoinView  
  https://apollo.med.saga-u.ac.jp/ 

 
  https://davis.med.saga-u.ac.jp/dsweb/galleriasolo 

 
ICT  

18:00 19:00
28

7 28 11 24 29 1 19
 

OJT
28 10 1 ( ) 2 ( ) VOD  
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Windows Macintosh
iPad  
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1,000
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



1,000  

 

 

28 9 3 315
10

29 2 25 178

Q&A
9
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



ICT  

google map

 
google map
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



google NAVITIME

 

 

API
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



e-Stat

API
e-Stat API

e-Stat web

 

 

e-Stat

API
e-Stat API

e-Stat web
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅳ．地域医療及び福祉の向上

事業名：⑭認知症総合サポート事業
事業責任者：医学部　堀川　悦夫
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅳ．地域医療及び福祉の向上

事業名：⑮前向き子育てプログラム「トリプル P」
事業責任者：教育学部　中島　範子
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２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



Ⅳ．地域医療及び福祉の向上

事業名：⑯総合型地域スポーツクラブを拠点とした健康増進・スポーツ振興事業
事業責任者：教育学部　井上　伸一

─ 46 ─

２．活動状況　（5）佐賀県における産学官包括連携協定（通称：６者協定）事業



（6）公開講座の実施について

「消費生活講座
 ～磨こう！あなたの消費者力～」

「手打ち蕎麦が出来るまで
　 ～種まきから蕎麦打ちまで～」

「ゆっつら～と街角大学
～高齢者のための教養講座～」
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２．活動状況　（6）公開講座の実施について

　本学では、毎年度、教育・研究の成果等を広く地域社会に公開し、生涯学習に対
する社会及び市民の多様なニーズに応えることを目的に佐賀大学公開講座を開講し
ております。
　また、社会貢献・地域貢献の観点から、地域のニーズを踏まえ、自治体からの提
案等を受けて、自治体との地域連携型の公開講座も開講しております。
　今年度のアンケートの結果も昨年度同様、受講者の評価も概ね高く、非常に好評
な講座が多かったようです。
　特に「みんなの大学」及び「ドイツ語講座２０１６」は、座学だけでなく、体験型、
実践型の内容が盛り込まれていて人気の高い講座でした。
　自治体との協賛等による講座も、参加者の関心が高く、老若男女、様々な年代の
方に興味を持っていただく機会となりました。（「消費生活講座～磨こう！あなたの
消費者力」、「高齢期のライフスタイルを考える～一人で暮らす～」及び「男女がの
びのびと暮らせるまちづくりを考えるⅥ」ほか）
　今後とも、自治体との連携を図り、学術的な側面からも興味深いアプローチを行い、
テーマに沿った形でわかりやすい講座を開講していきたいと考えます。
　これからも、様々な市民の皆様の声を反映できるような公開講座の実施に努めて
いきます。



〔平成28年度に開講した講座〕
講　　座　　名　　称 開　催　期　間 受講者数 開　　催　　場　　所

レゴ・シリアスプレイ™
～レゴ・ブロックを使ったコミュニケーションや
問題解決の新たな手法～

H28. ９～ H29.10 12 佐賀大学（本庄キャンパス）

写真撮影セミナー
～佐賀の風景・歴史・文化を撮る～ H28. ６～ H28.10 16 佐賀大学（本庄キャンパス）

人間関係セミナー H28. ６～ H28.11 16 佐賀大学（本庄キャンパス）

映画で学ぶヨーロッパの文化
～スペイン篇～ H28.12 ～ H29. ２ 12 佐賀大学（本庄キャンパス）他

みんなの大学
（月曜クラス、水曜クラス、木曜クラス） H28. ４～ H28.12 218 佐賀大学（本庄キャンパス）

生命と科学 H28.11 ～ H28.12 7 佐賀大学（本庄キャンパス）

手打ち蕎麦が出来るまで
～種まきから蕎麦打ちまで～ H28. ８～ H28.12 8 佐賀大学農学部附属

アグリ創生教育研究センター

ゆっつら～と街角大学Ⅰ
～高齢者のための教養講座～ H28. ５～ H28.12 82 佐賀大学街づくりサテライト

ゆっつら～と館

ドイツ語講座　2016 H28. ５～ H28.12 25 佐賀大学（本庄キャンパス）

日本語の教え方 H28.10 ～ H28.12 13 佐賀大学（本庄キャンパス）

病気と健康 H28. ５～ H28.11 延べ 1139 佐賀大学（鍋島キャンパス）

一緒に研究しませんか
～佐賀大学総合分析センター－紹介ー～ H27.11 ～ H28. １ 延べ 61 佐賀大学（本庄キャンパス）

及び佐賀大学（鍋島キャンパス）

佐賀学のススメ
－論集－「佐賀学Ⅱ」を読み解く－３ H28. ９～ H29. ２ 13 佐賀大学（本庄キャンパス）

消費生活講座
～磨こう！あなたの消費者力～【佐賀市】 H27. ８～ H27. ９ 213 佐賀市ほほえみ館

人権・同和教育学級
～みんなのしあわせをもとめて～
（昼間コース、夜間コース）【佐賀市】

H27. ９～ H27.10 364 佐賀市アバンセ　他

私が教えたい佐賀の歴史と文化 100分集中講義【佐賀市】 H27.11 ～ H28. ２ 延べ 153 佐賀市立図書館

これぞ！あなたが生きる道
～地域デビュー準備編～【佐賀市】 H27.11 ～ H27.12 延べ 117 佐賀大学（本庄キャンパス）

男女がのびのびと暮らせるまちづくりを考えるⅣ【武雄市】 H27.10 ～ H27.10 延べ 64 武雄市図書館　他

家族も社会もハッピーに秘訣
～子どもたちにつなげたい、きらめく伊万里～【伊万里市】 H28.11 ～ H28.12 711 伊万里市内

神埼塾講座【神埼市】 H28. ４～ H29, ３ 延べ 269 神埼中央公民館

嬉野市食生活改善推進協議会会員研修会【嬉野市】 H28. ４～ H28. ４ 80 嬉野市中央公民館

有田町生涯学習講座【有田町】
①高齢期のライフスタイルを考える～一人で暮らす～
②消費生活講座～磨こう！あなたの消費者力～

H28.11 ～ H28.11 46 有田町生涯学習センター

※最新の開講状況は、本学ホームページでご覧ください。
http://www.saga-u.ac.jp
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２．活動状況　（6）公開講座の実施について



３．施設の概要
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〒840-8502
佐賀県佐賀市本庄町１番地
TEL 0952-28-8416（事務局）
FAX 0952-28-8186

URL  http://www.ocir.saga-u.ac.jp/
E-MAIL  rdcenter@ml.cc.saga-u.ac.jp

ココ

理工学部
８号館
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